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〔書評〕
ニックリッシュ経営経済学とその現代的意義
大橋昭一編著・渡辺朗監訳『ニックリッシュの経営学」
（同文舘，平成8年8月）を読んで一
鈴木辰治
1 はじめに
ハインリヒ・ニックリッシュ (H.Nicklisch)，この巨匠ほどの， ドイツ
（プロシャ）的哲学観と秩序観（特に，カント哲学の）に裏打ちされた深
淵な思索，そして溢れんばかりの人間愛と国民愛に充ちた経営経済学を提
唱した学者はドイツ経営経済学界にはほとんど存在しなかった。ニックリ
ッシュの主著は，『商業（と工業）の私経済学としての一般商事経営学』
(1912,以下，『一般商事経営学』とする），『経済的経営学』 (1921/22),
『経営経済』 (1929/32)と表題を変えて刊行されたが，これは単なる名称
の変更ではなく，内容的充実と質的深化をともなうものであった。すなわ
ち，人間個人を生かし，そして同時にその全体である企業（経営）を生か
し，さらにはその全体である国民経済を生かし，そしてまた国民経済の全
体である人類を生かして，それぞれを相互に調和的に維持存続させるとい
う「個と全体の同時的・相即的存在」という哲学観・秩序観に基づいて，
全体経済との有機的関連における人間中心の経営，つまり経営共同体の実
現を希求する思索とそれを具体的により充実した形で展開しようとした一
連の過程を表している，と考えることができるのである。彼の著書，『一般
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商事経営学』，『経済的経営学』と『経営経済』とは相互に密接な関連があ
るが，前二者において萌芽的に，そしてなかば顕在的に表れていたニック
リッシュの思考が『経営経済』において完全に顕在化する。そしてそれは
また『組織一―—向上への道』 (1920, 以下，『組織論』とする）の基礎的な
思考を全面的に適用したものであった。
ニックリッシュの経営経済学の集大成である『経営経済』は767頁にも及
ぶ大冊であり，そしてまた難解でもある。この著作を理解するためには，
『一般商事経営学』と『経済的経営学』の理解が不可欠である。ここでと
りあげる，大橋昭一編著・渡辺 朗監訳「ニックリッシュの経営学』はこ
のようなわれわれの要請に見事に応えている。本書の序論「ニックリッシ
ュ経営学の発展と展開」では，『一般商事経営学』の段階を初期の経営学，
『組織論』と『経済的経営学』の段階を中期の経営学，『経営経済』の段階
を後期の経営学とに区分し，それぞれの思想的・理論的特質とそれらの連
続性が明確に論述されている。
ニックリッシュとナチスとの関係が第二次大戦後ドイツやH本において
盛んに問題にされ，最初は彼の経営経済学には否定的な評価がなされたが，
彼とナチスの関係は否定できないものの，その評価は彼の学問的姿勢と不
可避的な関連があったのであろうか。この問題はきわめて重要である。わ
たくしもかつてこの問題をとりあげ，否定的な評価に対して否定的な態度
を明らかにした。戦後10余年経過して，規範的科学論の立場から， ドイツ
や日本においてもニックリッシュを積極的に評価しようとする気運が高ま
り， 70年代に入ってからニックリッシュの理論を継承•発展させる多くの
論文•著作が刊行された。このような諸問題をもあわせて取り扱ったのが
「ニックリッシュとナチス」と「ニックリッシュ経営学の評価」である。
『経営経済』を読破することは難しい。ゲルハルト・フェルカー (G.Vol-
ker)はこの解説を『ハインリヒ・ニックリッシューその学説の概要一』
(1961)という著作で行っている。これは『経営経済』の全貌を理解するた
めに，非常に有意義である。本書にはその全訳が収録されている。
ニックリッシュ経営経済学とその現代的意義（鈴木） (169) 169 
マンハイム商科大学における「利己主義と義務感」に関する講演 (1915)
は『組織論』の基礎となったものであり，ベルリン商科大学での講演，「新
しいドイツ経済」 (1938)は前二者の思考をドイツ経済に具体的に適用する
さいの基本的な施策に対する考え方を示したものである。母親がニックリ
ッシュにこの世での生き方を薫陶したことを夢物語という形で，これまで
公表されなかった生い立ちの記をニックリッシュ家の了承もとに本書に収
録された「教えを与えた女性」と「ニックリッシュー人と業績」はニッ
クリッシュの経営経済学をその本質において理解するためには不可欠であ
ろうと，思われる。
以上のような観点から，本書の主要な内容を紹介すると同時に，それに
関するわたくしなりの見解を述べてみたいと思う。
2 ニックリッシュ経営経済学の発展と展開
(1) 初期ニックリッシュの経営学一『一般商事経営学」
ここでの研究対象は「給付活動を営むために業務組織体を必要とする営
利経済」と規定され， しかも出資と経営が分離し，企業者は単なる出資者
としてその一機関となっている企業である。企業は資本の具体的形態であ
る資産の複合体として把握される。資産はその効果的な運用によって利潤
を生む力，営利力をもっている。費用や収益も資産に還元されて問題とさ
れ，利潤は資産の増加とされる。資産の維持・増加は企業の維持の根幹で
あるという後年の命題はすでにこの段階に現われている。経済原則に従っ
た組織運営や給付生産は利潤をもたらすから，企業の指導原理としての経
済原則と営利原則は基本的に同一であり，両者は統合的に捉えられている。
経済原則は①個々の作業に適用されるところの，「一定の成果を最小の費用
で得る」という「節約原則」と，②労働者の福祉といった企業全体に適用
される場合の，「一定の費用で最大の成果をうる」という「生産最大原則」
に二分化されるが，終局的には営利原則に包摂されることになる。
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次に，経営学と経済学の区別であるが，同一の経済現象を個別企業ない
し経済主体の立場から考察するのが経営学（私経済学）であり，それを全
体経済の立場から考察するのが経済学（国民経済学，社会経済学）である
と把握するのが当時の一般的な傾向であった。経営学は経営生活の事実や
それの時空的関連の叙述であるという経験科学・理論的科学としての特質
をもつものであった。「私経済学は，個々の経営の内部における事実や関連
についての…商事経営学…と個別経済相互…の事実や関連についての…商
業学とに分かれる」。このような「ニックリッシュの体系は」，理論的な部
分においては，これまでの「商業学やシュマーレンバッハ(Schmalenbach,
E.）などの主張する技術論をも包含しうる体系になっている」 (6~12頁），
と大橋教授は主張する。
大橋教授は，「資産は利潤を生む」というかつてのニックリッシュの主張
に対して，「自己増殖するものはあくまでも資本としての資産であって，資
産そのものではない」1)と評価した。また，経営学と経済学の両学科を区別
するニックリッシュの考え方には問題がある 2)。両学科が区別されざるを
えない理由は，同一の研究対象に対する異なった考察視点それ自体ではな
く，そうせざるをえない「それぞれの研究対象の独自性」がその基礎にあ
るからである。
(2) 中期ニックリッシュの経営学ー一『組織論」と『経済的経営学」
ここではまず，『組織論』の基礎となった，彼の講演「利己主義と義務感」
1)大橋昭一『経営共同体論歴史』中央経済社． 1966年， 139頁。
2) このような両学科の区別の仕方は．「確かに本質の相違が感じられていることを認
識させはするが，その本質の相違十分な理論的根拠は与えられていない」 (F.
Schonpflug, Betriebswirtschatslehre, Methoden und Hauptsstromungen, zweite 
erweiterte Aufl., von "Das Methodenproblem in der Einzelwirtschaftslehre" 
herausgegeben von H. Seischab, Stuttgart, 1954, S. 160古林喜楽監修・大橋昭
ー・奥田幸助訳『経営経済学』有斐閣， 1970年， 144頁。なお，鈴木辰治『経営経済
学の論理と歴史』文慎堂， 1987年， 89頁及び大橋昭ー『前掲書』， 126頁を参照。
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(1915)がとりあげられている。「利己主義とは，自己利益実現のために全
体をも手段とするものであり，義務感とは自己を犠牲にして全体に尽くす
ことであって，問題が全体と部分，あるいは全体と個人の問題として提起
されている。この…問題は，かれの組織論の根本テーマになってゆく」の
である。ニックリッシュの考え方を敷術すれば，全体と個の相即的関係（ど
ちらも他を手段としない関係）を創り上げることが肝要となる。具体的に
いえば，全体の利益を促進する（害なわない）かぎりにおいて個人の利益
を追求することによって真の（神聖な）利己主義が実現される，というこ
とになるであろう。社会的生活をする人間としての人間は元来このような
自発的な意識（精神）力をもっている，とニックリッシュは考えた。
だから，プレンターノ (L.Brentano)の批判に対する反論として，大橋
教授も述べているように，ニックリッシュが「収益性についても企業者収
益性（ばかり）ではなく，全企業の収益性であり，労働についても，企業
者のみならず，経営の全労働が問題になる」と主張したことは，「企業は…
労働者や職員を搾取する手段ではな（く），それは諸力の共同体であ（る）」3)
と把握することでもあり，そしてそこに「第一次世界大戦後における共同
体論形成の萌芽をみることができる」のであるが，それらはすべて『一般
商事経営学』に直接的ないし間接的に叙述されていたものを改めてこの講
演でとりあげたのである。しかし，この講演でいう共同体は「その力の主
体たる人間の共同体ではない」と大橋教授はいったが，人間主体の共同体
論は『組織論』で詳細に展開されることになる。
ニックリッシュは「企業は人間の諸力の共同体」といった。同じ力とい
っても，自然の力と人間の力とはどのように違うのであろうか。大橋教授
はまずこれを問題にして，ニックリッシュの『組織論』に沿って人間のカ
の特異性に言及する。
3)「全体としての企業の収益牲，すなわち総資本の収益性を問題にするということ
は，企業を関係者諸力の共同体と把握することを意味する」（鈴木辰治『経営経済学
の理論と歴史』， 87頁）。
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物質（例えば，植物も物質とすると）は種子という基礎のなかにある原
因，つまり力（発芽力）が働いて，発芽という結果が生じる。発芽状態は
基礎という結果担い手の多様性や環境状態によって異なるが，原因として
の力は同一・不変である。物質を空間的・時間的に存在させるのは引力と
存在力であり，物質の根源は力ということになる。
これに対して，人間は，自己の存在が他者全体と密接不可分な関係にあ
ることを意識している力，有機的に作用する力，つまり精神を本来的にも
っているのである。言い換えれば，「人間は，自己を全体であると同時に肢
体（部分）という存在として意識していること」 (15頁），すなわち「良心」
をもっているのである。この観点からすると，「人間は目的的存在であって，
組織においても単なる手段と化するものではない」 (16頁）ことになるので
ある。したがって，組織が良心によって裏打ちされ，そして有機体性によ
って特徴づけられ，共通の目的を達成するために共同の活動態が形成され
るとき，共同体は成立することになる (17頁）。
ニックリッシュよると，自由という概念は全体による拘束があってはじ
めて成立する（「利己主義と義務感」における利己主義は，『組織論』で自
由，義務は拘束と規定され，さらに「良心」では，自由は人間個人の全体
性，拘束はその肢体性，つまり全体の部分性と，より組織適応可能性をも
つ概念として規定される。もちろん，それぞれ両者は同時的・相即的存在
的でなければならない）。したがって，「自由の法則」（目的設定の法則＝良
心に基づいて目的を設定するという法則＝良心の法則）とその派生法則で
ある「形成の法則」（一体化，経営参加等の施策による人間の経営への一体
化）と「肢体化の法則」及びこの法則によって形成された組織を維持する
「維持の法則」（経済法則→節約原則，つまりできるかぎり経済的に給付生
産をし，その成果を貢献に応じて公正に（給付＝対価になるように）分配
する（これもまた経済的分配となる）と，その結果，全体としての組織が
維持されるから，ニックリッシュはこれらを組織法則として提示した。
『経済的経営学』は上述の組織法則のうち，特に「維持の法則」を（「形
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成の法則」を基盤にしながら）中心として構成されていた。というのは，
「形成の法則」によって形成された，人間個人を含む組織を全体として維
持存続させるためには，経営の維持存続が前提にならなければならないか
らである。このような観点から，経営における円滑な価値循環が問題にな
ってくるのである。ニックリッシュはこのような考え方の概略を『経済的
経営学』で述べたのであった。
大橋教授が『経営経済』を中心としてとりげて概説した「後期ニックリ
ッシュの経営学」については，次の「(3) ニックリッシュ経営学の概要（フ
ェルカー）」で，さらに他の論者によるニックリッシュ批判，そしてそれに
対する彼の学問的正当性をめぐる諸問題や「ニックリッシュとナチス」及
び「ニックリッシュ経営学の評価」において言及した大橋教授の所説につ
いては，「4 新しいドイツ経済（翻訳）」と「6 ニックリッシュ経営経
済学の評価とその現代的意義」において一括してとりあげることにする。
(3) ニックリッシュ経営学の概要（フェルカー）
フェルカーは，難解なニックリッシュの『経営経済』を解説をすると同
時に，自己の見解を付加しながら，ニックリッシュの叙述に沿って，主要
な諸問題をとりあげる。紙幅の関係上，私見に基づいて論理的に整理して，
順を追ってその骨子だけをみていくことにしよう。
まず経営経済ないし経営とは，人間の財に対する欲望（ないし価値）を
把握し，それを適切に充足するという経済事象が遂行される「経済単位」
とされる。しかし現在においては，欲望充足財のほとんどすべてが，人間
の「生」の基本的単位としての「本源的経営」である家庭経済から分離さ
れた「独立的派生的経営」である企業によって供給されている。したがっ
て，この独立的派生的経営の維持存続が本源的経営の維持存続に密接な関
連をもつことになる (40-41頁）。
すべての（独立的派生的）経営は労働価値と物財価値の投入によってそ
れらの価値を上回る充足価値を絶えず産出するが，その充足価値が対価と
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し還流し，それが産出に頁献した肢体に分配されること（産出も分配も経
済性原則に基づく）によって，経営の価値循環が継続的・反復的過程とし
て可能となる。この価値循環は肢体的経営，すなわち部・課・係と，この
価値運動を生じさせ，継続させるところの，精神カ・意識力をもって自己
の欲求充足のために設定された目的を実現するために活動する人間という
最小単位にも同じように見出される。経済現象は人間の目的意識的な活動
の結果であるから，経営過程は本質的に人間の精神的過程となる。だから，
人間とその労働は資本と並んで経営要索とされるのである (42-43頁）。
人間という最小組織単位の価値循環の総計がより上位の肢体の価値循環
を形成し，その価値循環の総計がより上位の「独立的複合的経営」（企業）
の価値循環を形成し，そしてその総計が全体（国民）経済の価値循環を形
成することになる。このような価値循環に関する基本的な思考は「個はそ
れ自体は一つの全体である」が，それはより「上位の全体の肢体（部分）
である」ことを表す「良心」 (Gewissen)という概念に起因している。した
ががって，それぞれの肢体経営における「正当で円滑な価値循環」を阻害
する行為は肢体ないし全体の利益に反することになるから，容認できない
ことになる。この意味で，良心による統御を基調とするニックリッシュの
経営経済学は倫理的観点を強力に主張することにもなるのである (43-44
頁）。
①第 1編経営経済の問題
経済の生活の基礎は人びとの欲望を充足する価値（適性価値）を把握し，
それを生産することにあるが，このような欲望と充足との隙間に架橋する
全過程は経営をとおして行われ，価値概念の範疇に属するものである。こ
れはいわゆる「体制無関連的事実」である。
価値形成の基礎の第一は人間の欲望である。欲望にも必須的欲望，願望
的欲望贅沢的欲望大衆的欲望集団的欲望個人的欲望継続的欲望
一時的欲望，顕在的欲望，潜在的欲望があるが，経営の甚礎の判断にさい
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して考慮される他のすべての問題を無視すると，必須的欲望，継続的欲望，
顕在的欲望の充足が最も好都合で確実である。他の一つは充足価値を生産
する労働である。充足価値は労働の対価であり， したがってそれは経済的
価値である (45~48頁）。
次に，フェルカーは価値の本質を，「価値感覚，したがって価値は，それ
自体として経済する人間においてのみ生じうるものであることは，明白で
ある」といって，人間の感覚まで遡って理解し，それを(a)封鎖的家庭経済，
(b)中央管理的全体経済，（C）独立的分業経営において検証するという方法を
とる。
(a)封鎖的家庭経済においては，人間個人の欲望全体は，その給付能力の
限界から欲望全体を充足することができないからそれに優先順位をつけ，
一定の限度内での欲望を充足しようと考えるから，ここでそれは具体的な
「欲求全体」に変わることになる。しかし，このような欲求全体も産出さ
れた給付も人間の価値感覚や給付条件によって変化するから，そのときに
存在した欲求を充足したものが「価値全体」となる。そのさいに，人間個
人が特に重視する「一つの個別的価値量＝特殊価値量」が価値全体に対し
て制約的な要因として作用する (50~53頁）。ところで，自己の欲望に直接
的に関係のない他人の将来の充足価値を封鎖的家庭経済の場合と同様に同
時に生産する体制である「分業的全体経済」における価値の分配に関して
は，全体価値給付に対する自己の間接的価値給付価値の，分割可能で，譲
渡可能な表出（証書）が必要となる (48~54頁）。
(b)中央管理的全体経済では，生産経営と家庭とは完全に分離され，本源
的経営は中央が割り当てる充足価値のみを「財の指定証券」（例えば，貨幣）
と引き替えに受け取る体制である。経営は充足価値の対価を受け取り，そ
れを次の充足価値の生産に投入する。この価値関係は「充足価値の自由な
交換・流通」に基づいてはじめて可能となるが，需要の変化や価値（の人
為的）分配の問題もあり，必ずしも円滑にはならない (54~55頁）。
(c)独立的分業経営では，欲求全体とか価値全体とかの意識は存在せず，
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それらは市場の大きさとしてのみ存在する。本源的経営であれ派生的経営
（生産経営）であれ，独立的経営でどれだけ大きい価値が実現されるかは
市場（充足価値＝消費財市場，給付価値市場，労働市場）における交渉・
取引によって決定される。したがって，単なる適性価値から特殊価値量，
すなわち本質的に相互の競争によって形成される市場価格がすべての現実
的な価値関係を規制することになる (57~59頁）。
分業的経済において，各経営（本源的経営を含めて）を結びつけるのは
価値である。各経営にとって円滑な価値循環はその維持存続にとって不可
欠なものである。フェルカーはニックリッシュの価値循環を「給付価値と
その対価の循環」と「財務循環」にわけて説明する。
給付価値循環は本源的経営と派生的経営，派生的経営相互間において複
雑な様相を示すが(61~63頁），それぞれは少なくとも収支が均衡していな
ければならない。もちろん，派生的経営は市場で購入した給付価値を結合
して原価値以上の価値をもった充足価値を生産販売し，また本源的経営は
適性充足価値の優先順位をきめ，当面必要でない充足価値の購入を差し控
え，将来の充足価値の購入にあてるることによってえられるそれぞれの「余
剰抽象的価値」（余剰貨幣）を次の充足価値の生産と販売のために，直接的
にあるいは銀行をとおして派生的経営に委託することによって，全体の給
付価値循環は円滑に作動することになる。そのさい当然市場経済において
は，給付価値は給付価値量に対する持分を示す「一般的抽象価値」（貨幣）
で表示されなければならない (66頁）。
価値循環を「一般的抽象的価値循環」（貨幣→資本の流れ）としたものが，
出資資本（直接的委託）と信用資本（間接的委託）でもって代表される「財
務循環」である。両資本の委託には給付価値に対する請求権が付随してい
るから， もちろん，前者に対しては配当が，後者に対しては利子が年率計
算によって正当な対価として支払われなけれはならない。このようにして，
価値循環と対応する財務循環が円滑に作動することよって個々の経営，そ
してさらには全体経済（国民経済）が維持されることになる。
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②経営の本質・構造•生活
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(a)以上から明らかであるように，すべての経営の本質ないし主要部分は
その経営に固有な価値循環である。それは内部的に完結している一つの全
体であると同時に，より大きな（全体経済の）価値循環の肢体である。給
付価値が対価として還流することによって価値循環は継続的過程となる。
派生的経営においては，対価の還流は給付価値の販売によって行われるか
ら，財経済という全体経済の半球を形成する。本源的経営における財の準
備と消費によって育成された力が派生的経営において利用される（これが
収入となって消費のための支出がまかなわれる）結果，その経営の価値循
環の転回が円滑に行われる。これが力経済というもう一つの半球を形成す
る。価値循環は収入と支出の二つの過程から構成され，財経済は力経済に
奉仕するものとなる (68~71頁）。
企業と経営は概念的にどのような関係があるのであろうか。ニックリッ
シュやフェルカーの考え方を1寸度してわたくしなりに規定すると，企業と
は本源的経営とは異なって，その給付価値が受容されるか否かという市場
危険を負いながら事業を企てることであり，経営とは企てた事業を実際に
遂行することであって，両者は密接不可分の関係にあり，実質的に同一の
概念である。そしてこれはまた次のようにも規定される。「企業において問
題となるのは，独立的派生的経営である。広義の概念は独立的派生的経営
のすべてを企業としてとらえ，より狭義の概念は独立的派生的経営のうち
で，企業者によって導かれるもののみを一~所有企業者の場合もあるし法
人ないし共同団体の代表者の場合もある—~一方，最狭義の
概念は，私的営利経済として＞動的＜企業者によって指揮される経営のみ
を企業とする」 (75頁）。
(b)労働・資産・資本という経営要素（この分類について種々異論がある
が，それはとりあえずさしおいて）はすでに概略叙述したので，ここでは
詳細な紹介はさけ，現代的な意味において重要と思われることを中心にし
て言及することにする。
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労働とは一定の目的（欲求充足という目的）を実現するための活動であ
るが，それは人間の労働であるがゆえに精神的・心理的過程と密接な関係
がある。したがって，労働は，人間を重視する立場からすれば，極端な技
術的分業ではなく，その分化は全体にとって有効であり，全体に対する有
機的連関をもつ肢体化でなければならない。研究労働，計画労働，準備労
働，予防労働，計画に沿った肢体化（組織化）労働，純粋な実行労働，観
察・検査労働，総合的・管理的労働，解散労働等を時系列的にみると，そ
の労働肢体化は「時間的肢体化」であり，それらの各労働を経営組織構造
的にみると，「組織的経営構造に照応した肢体化」となる。ここで重要なこ
とは，純粋な実行労働には自由裁量の活動余地がほとんどなく，機械の付
属物・人間性阻害の感情が生じるが，逆に管理的労働においてはその活動
余地の度合いが増大する (82~83頁）。純粋な実行労働におけるこのような
問題を解決するのが企業者（経営者）の役割となる。この点において，ニ
ックリッシュは，後に経営学において労働の人間化との関連で問題とされ
た「職務拡大」・「職務充実」ときわめて類似した考え方をもっていた丸
労働時間は経営構成員と経営にとって重大な問題である。最適労働時間
は家庭での団槃，健康上の，そしてまた文化的な欲求を充足させるという
「社会的欲求」と「人間の肉体的限界」（人間は一定の時間的限界を超える
と，自然に怠業する。それは経営にとってマイナスである）および単位時
間（例えば， 1時間）当り最高の平均給付（それは機械・設備の更新等に
よって修正される）という物理的限界によって決定されなければならない。
このような条件の下で生じる最適給付を継続的に確保するためには，それ
に対する「最低貨金」の保障が必要となる。以上のような条件を遵守しな
いと，従業員の経営に対する協働意思や忠誠心が欠如し，種々な災害が生
じる原因となる (83~86頁）， という。
(c)経営共同体とはそもそもいったい何であろうか。本来的に共同体とい
4)これについては，鈴木辰治『現代企業の経営と倫理』文慎堂， 1992年， 139頁を参
照。
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う概念は，一般的に，人ぴとが血縁，地縁，共属感情，共通利害，共通任
務等によって相互了解的に緊密に連帯し，有機的で精神的安定感をもって
いる自然発生的な集団ないし杜会をさす丸ニックリッシュは経営をこの
ような意味をもつ共同体に創り上げようとする。そこでの問題点は，共同
体とそれが達成すべき任務に対する構成員の関心をいかに喚起するかであ
る。経営において水平的・垂直的に行われる労働の肢体化によって，共同
体全体に対する関心は上位の肢体をとおして間接的にもたらされるにすぎ
ないから，それが直ちに無関心や給付意欲の喪失に連なってしまう危険性
がある。したがって，「単に全体に対する肢体の間接的関係に碁づくのみで
は，いかなる共同体も，経営共同体も存立しえない」ことになる (86-87
頁）。そこで直接的結合が必要になるが，ニックリッシュはそれをワイマー
ル基本法（憲法）で規定された「経営協議会」に求めることになるが，労
使共同決定に関する詳細な法的規定は不十分である，将来を期待したい，
という。そして彼は，経営共同体が実現されることによって，経営とその
構成員の繁栄は同時的に実現される（されなければならない）という叫後
年マグレガー (D.McGregor)がいった「統合の原則」を思わせるような
経営共同体の理念を開陳したのであった。
(d)資産は共同体目的達成のために独立的経営によって一つの統一体に総
括される経済財である。経営の経常的活動はすべて資産をもって行われ，
全営業活動も資産と関連している。これは資産が積極的状態になることを
意味している。したがって個々の資産部分は「積極的財産部分」，総資産は
「積極的財産」とよばれる。諸財からなる資産は経営目的に直接的に結ぴ
つけられる資産（直接使用資産），間接的に結ぴつけられる資産（予備的資
5)『哲学事典』平凡礼． 1971年， 334-335頁及ぴ小島三郎編著『現代経営学事典』税
務経理協会． 1978年， 128頁を参照。
6) このようなニックリッシュの考え方は．マグレガーの「統合の原則」とほぼ同じ
である。 D.McGregor, The humanside of enterprise, 1960,高橋達男訳『企業の人
間的側面』産業能率短期大学出版部． 1970年， 56-66頁を参照。
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産）とまったく結びつけられない資産（余剰資産）に肢体化される（前二
者は経営結果と有機的な関連にある）と同時に，経営過程（価値循環）へ
のかかわり方によって，「固着資産」（例えば，経営が行われている土地），
「使用資産」（その価値が一つの対象に全部的か部分的に移転する消耗資
産。部分的移転の場合は，対象の性質，経営過程における経過様式とその
時間の長さによって異なる）と「流動資産」（そこには，売上の担い手，つ
まり経営給付と支払手段・決算手段が含まれる）に肢体化される (88-92
頁）。
資産の調達は，資本の利用効率の低下と計画変更による非生産的費用を
回避するために，最適性をもった財を最有利な価格で，使用開始時点で過
不足が生じないように行われなければならない。しかしながら，予定と実
際は異なるのが一般的である。調達された資産が一定時点で実際の経営活
動で使用される資産が「経営フォンド」（資産フォンド）である。上述の条
件で調達された資産は所与とされた操業度から導き出された「当為」（それ
は操業度や時点によって変化する）としての資産であるが，実際の使用量
は容易にそれに対応できない。したがって，経営フォンドに算入される資
産在り高に最低限度（経営給付が財の量的不足によって脅かされないよう
な）と最高限度（そのさいには，過剰資産在り高の管理に費用増が生じる
可能性がある）が設定されるが，後者の場合には，過剰資産在り高の損失
を見込んだ売却と将来の再調達に要する費用を勘案した意思決定が重要な
問題となる（これには，完成品・商品，原材料，補助材料，現金等を含む）。
特に，設備については，「不適当な土地，不適当な資本参加，不適当な建物，
不適当に分割された空間，不適当な経営施設は経営フォンドの外部のみな
らず，その内部のものでも，経営にとって負担である。諸資産部分が不適
当であると，労働状況も好ましくないものとなる」 (93-94頁）。このニッ
クリッシュの主張はバプル崩壊の日本企業の実態を如実に示しているよう
である。
(e)派生的経営における資本とは，資本出資ないし信用（その提供形態を
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問わない）として経営の自由裁量の下にある抽象的価値の合計である。資
産は資本の具体化であり，開始価値においては両者の総額は等しい。資本
が経営に提供される様式の相違によって，出資資本（企業者資本）と信用
資本（取引先からの信用，賃金等の遅延支払もこれに含まれる）に肢体化
される。また，資本が経営任務に役立つ様式，特に回転期間の相違によっ
て，短期資本，中期資本，長期資本に肢体化され，短期資本と流動資産，
中期資本と使用資産，長期資本と固着資産がそれぞれ照応するという形で
境界づけられている。給付価値の販売完了以前に労働給付の対価に当てら
れる「賃金フォンド」や信用の決済にかかわる資本の固定在り高は，全体
として恒常的に保持されていなければならないので長期的なものとなる
が，それらの期間と必要額は販売期間や操業度に依存する。さらにまた観
点を変えれば，経営任務に対する肢体関係から，その時どきの任務遂行に
必要な資本と経営の維持存続に不可欠な保証資本（準備金，担保資本等の
経常費用の均衡をもたらすための留保分），本来の資産調達のために拘束さ
れる資本と価値臆貴（投機価値，投資）に利用される資本がそれぞれ区別
される。したがって，「個々の資産の境界と個々の資本の境界とは同一」で
はなく，「資産にたいして資本の境界は個々において交替しうることによっ
てはじめて，有機的展開は可能となる」 (95~98頁）。
(f)調達されるべき資本額は，まずどの種類の経営給付がどれだけ少なく
とも原価を補填する価格で販売可能かを考察し，次に操業度の一定の変動
を考慮して経営給付量を決定し，それに必要な経営装置（資産準備，流動
資産もその一つ）を算出することによって確定される。資本調達の方法は
資本が使用される目的，経営の財務的状態，資本市場（資金市場）の状況，
調達担当者の心理的特性や傾向，経営の法的形態（人的会社か物的・資本
的会社か）によっても異なってくる。
資本運用の目的は資本を肢体的諸任務に適切に配分して合目的的に活用
することである。経営過程で保持される資本は「稼働資本」といわれる。
この資本概念は「経営フォンド」とほとんど同じ概念である。稼働資本，
182 (182) 第 43巻第 1 号
つまり資本運用の要件は資本の完全で正しい使用である。ところで，資本
の早急な調達の可否，調達のさいの経営条件やその償還期限が資本循環の
遅速を決定することになり，それが稼働資本の増減に連動してくるのであ
る。以上を総括すると，「資本運用の目的は，資本の調達と使用において最
大可能な効用を確保することである。資本維持は，この目的に含まれてい
る」 (100-101頁）ことになる。
③ 経営の生活
価値循環としての経営過程の主要部分は，究極的には．成果獲得（価値
形成＝調達•生産・販売）過程と成果（価値＝経営給付の対価）分配過程
に区分・肢体化される。成果分配は成果獲得に依存し，成果獲得は成果分
配に依存する。前者の場合は．成果獲得過程の要件（成果獲得の程度）に
応じて．労働と資本は協定や規定によってその請求権をもっているが．後
者の場合には，成果配分が経営給付への貢献度に応じて公正に行われてい
るかどうかが問題になる。そうでなければ．本源的経営での必要消費財ヘ
の支出や直接的・間接的な出資が円滑に行われず，そのために派生的経営
が給付生産を行うための必要価値を調達することができなくなり，そして
そのために価値循環が阻害され．派生的経営の将来の給付活動に重大な支
障がもたらされることになる。したがって．獲得（形成）された成果から
外部調達資産の原価（調達価格）を差し引いた (llO頁）経営成果（経営給
付．つまり賃金．俸給．使用資本利子の総計）とそれを上回る余剰成果（利
潤）”の「分配部分が高ければ高いほど，そして契約が公正な配分を生じせ
しめれば生じせしめるほど．経営が生活する市場への作用（派生的経営に
おける円滑な価値循環→成果獲得の可能性~は好ましいものとな
る」 (101-102頁）。
より多くの経営成果獲得には．価値循環．つまり資本の回転・循環速度
7) H. Keinhorst, Die normative Betrachtungsweise in der Betriebswirtschaftsle-
hre, Berlin, 1956, S. 82．鈴木辰治『経営経済学の理論と歴史』 138-139頁。
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が密接に関連する。それは資本／取引で示される。この数値が小さければ
小さいほど回転が速くなる。また， 360X資本／取引によって日数としての
循環時間が求められる。しかし，これだけでは不十分である。速度の変更
によって期間が異なった場合，その変更の原因が循環のどの部分にあるの
かを知ることが重要である。そのためには，「各職位時間へ循環時間を分化
し肢体化すること」，つまり全体循環を各肢体（給付職位）に分け，各々の
肢体における資本持分（資産に平均的に拘束される資本額，平均資産在り
高）とその循環を確定しなければならない。各職位の回転価値額は，「（開
始在り高＋流入価値）ー最終在り高」で算定され，その合計が資本循環が行
われる時間となる (110~111頁）。
成果は，経営者を含む経営構成員の労働給付に対する対価の測定，企業
者資本利用に対する利子の測定及び経営それ自体の維持存続に対する考慮
に基づいて公正に分配し，なお残余成果がある場合には，企業者と他の経
営構成員に再分配されなければならない。公正な分配は各々の成果達成に
対する頁献度によるが，異質な労働給付や役割（これらすべてが給付生産
には不可欠である）のためにその正確な算定は困難である（という批判が
続出した8))が，ニックリッシュは，その解決には直接的な方法はない，間
接的な方法で事後的にのみ証明される，という。それは次のようになる。
成果分配の公正は，因果論的ではなく，個人が種々な社会的欲求をもつ
存在として，また労働能力を再生産した上で，派生的経営に提供しうる質
の高い労働能力の育成にかかわる諸費用を支弁し，資本の提供者に再投資
の意欲をもたらすような利子部分への配慮がなされ，派生的経営は全体（国
民）経済的発展と軌を一つにする，否それ以上の発展を期するための内部
留保（自己金融）が確保されていることによって，目的論的に証明される
ことになる。したがって，「正しい＜成果配分＞は結果としての生き生きと
した市場である」ということになる (111~114頁）。
8)公正な成果分配に関するわたくしの評価については，鈴木辰治『経営経済学の理
論と歴史J,140頁を参照。
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以上，フェルカーによるニックリッシュの著書『経営経済』の概要を私
見によって整理し解説してきた。わたくしはニックリッシュの主張にほぽ
を全面的にくみするものであるが，ここでニックリッシュに対する批判と
それに関するわたくしの見解を述べておきたい。
ニックリッシュの理論は，特に経験科学の立場に立つ論者によって，「良
心」という規範概念を中心として批判された。その批判は，良心は形而上
学的で純粋形式的な真実性を示す概念で，人の価値感によっていかように
も解釈され， しかも客観的には論証できないニックリッシュの個人的信
念•世界観の告白であるから，経営経済学の原理とすることはできない，
ということに集約される。しかし，良心の形式的真実性は否定されえない
が，実践的な観点からすると，この形式的真実性を，経験的倫理学や関係
者の「対話」に基づいて，歴史的・社会的に，さらには状況的にできるか
ぎり妥当する一般的原則として構築することによって，その批判を回避す
ることができるのである。確かにニックリッシュには，このような方法が
欠落していた。ニックリッシュは（経営）共同体の確立をめざしたが，企
業者（経営者）が強力で，純粋で，深遠な良心意識をもって指導しなけれ
ば，この共同体は直ちに「共同体利己主義」に陥る危険性を常に卒んでい
る（国家等の他の共同体も同じ）。だから，ニックリッシュは良心を強調し
たのであった。良心はまさに企業（経営）倫理の形式的（精神的）な原理
であり，それは「君の意志の格率が，常に同時に普逼的立法の原理として
妥当しうるように行為せよ」というカント (I.Kant)の「定言的命令」に
基づくものであった9)0
9)鈴木辰治「経営経済学の理論と歴史』， 140-146頁，鈴木辰治『企業倫理・文化と
経営政策』文慎堂， 1992年の「第1章企業倫理の基礎的な考え方」 (1-329頁）
を参照。
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3 利己主義と義務感（講演）
1915年にマンハイム商科大学（現マンハイム大学）で行われたこの講演
は，ニックリッシュの『組織論』における組織原則の理念となったもので
ある。この講演や『組織論』に基づいて，『一般商事経営学』を半ば改編し
た『経済的経営学』が刊行され，『経済経営』においてはそれらの全面的な
適用によって，はじめて本格的な「規範的経営経済学」が構想されたので
あった。この講演は第一次世界大戦に臨むドイツ国民の心構えを述べると
いう形式をとりながら，人間の共同生活における普逼的な「生」に対する
基本的な姿勢を問題とするものでもあった。ここでは，ニックリッシュの
所説の詳細な紹介はさておき，その骨子だけを述べることにする。
利己主義とは一体何であろうか。それは自分の主張や利益を中心に考え，
他を顧みない主義である，ということができる。すべての人間はそのよう
な意味の利己主義に基づいて行為すれば，すべての人間は自己の利己主義
を貫徹することができなくなる。したがって，「利己主義の最も完全な目標
は感覚的欲求の充足において調和…，至福」をはかることであり，「この目
標は，各個人が利己主義的努力を相互に制約する」ことによって達成され
るか， しかしこのことも自我•利己主義の範囲内のものであり， 自我•利
己主義に基づく人間の自己を超越するものではない（他人のため，全体の
ために自己を犠牲にするという本質的自覚がない）から (118頁），機会が
あれば，自我•利己主義が直ちに顕在化する。これが全体とその肢体とし
ての自己自身を破滅させることになる。そこで， 自己が生きるためには全
体が生きなければならないということ，全体に対して自己犠牲的に奉仕す
る義務があってはじめて全体との関連において人間の自由意思が存在しう
ることが特に強調されなければならないことになる。この意味で個と全体
は同時的に存在しなければならないのである。フィヒテ (1.H. v. Fichte) 
も同じようなことをいった10)。このような精神的な意味での義務は共同体
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の維持存続の基盤であり，理想ないし規範でもあるが，それはまた個人と
全体にとって不可欠なものなのである。以上のことを商科大学にあてはめ
ればどうなのであろうか。
かつてプレンターノは，私経済学は「企業者のための利潤追求学」であ
ると非難し，私経済学無用論を展開した11)。しかし，シェーア (J. Fr. 
Schar)12)はじめ多くの規範的経営経済学者は彼の主張は完全に間違って
いる， と反論した。ニックリッシュは，私経済学者は「まず第一に人間に
ついて，ついで個人と人間集団の一つの全体にたいする関係について観察
し究明し記述することをかれらの独自な任務とみ（る）。…この土台の上に
義務と純粋の人間性 (Menschentum)の概念が…進展する…。実践の生活
…では，物質的に無条件な行動，純義務的な行いが，すべての諸科学と同
様の意義を有している…。…私経済学者も，義務の教育者となっている」
(123~124頁），という。このような考え方に立つと，『一般商事経営学』
で展開され，そしてすでに述べたように，商業の研究と教育における重要
な概念である「収益性」に関しては，企業全体の収益性，つまり資本の場
合には企業者資本だけではなく総資本収益性，労働の場合には企業者の労
働だけではなく，経営内で給付される総労働の収益性が問題にされなくて
はならないし13)，安全性についても，企業者資本や利益のみではなく，多様
な利害関係をもつ多数の人間の統一体，一つの全体としての企業の安全性
10)ニックリッシュとフィヒティの関係については，永田誠「ニックリッシュの『利
己主義と義務感』について」『経済研究』（大阪府立大学），第41巻第2号（平成8年
3月）に詳しい。
11) L. Brentano, Privatwirtschaftslehre und Volkswirtschaftslehre, Bank-Ar-
chiv, XI. Jg., 1912,奥田治人訳「私経済学と国民経済学」「千里山商学j（関西大学
大学院），第42号， 1996年， 179-196頁。また，ェーレンベルクも私経済学無用論を
展開した (R.Ehrenberg, Keine Privatwirtschaftslehre, Bank-Archiv, XI. Jg., 
1912)。
12) J.Fr. Schiir, Allgemeine Handelsbetriebslehre, 5. erweiterte Aufl., Leipzig, 
1923, S.47. 
13)鈴木辰治『経営経済学の理論と歴史』， 87頁。
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が重要となる。したがって，企業構成員は搾取の手段ではなく，その全体
性を保持しながらも部分として一つの統一体に生き生きと統合されなけれ
ばならないし，企業者を含めてすべての企業構成員は企業の一器官とも把
握されることにもなるのである。これらはすべて企業という一つの全体に
対する義務の具体的な遂行の基礎となるものである。
このようにして，「一方における利己主義，他方における道徳律に従った
活動」 (121頁）が統合される。すべての企業をこのような原則に従って形
成し経営することが同時にまた全体経済の利益調整的で円滑な発展に対す
る義務となる， というように考えられる。
4 新しいドイツ経済（講演）
このニックリッシュの講演は， ドイツ経済の進むべき道を示唆したもの
であり，「利己主義と義務感」，『組織論』，さらには『経営経済』等をベー
スとして強力な国家共同体を構築することによって， ドイツ経済の発展を
期したものであった。
経済学において，貨幣は単なる交換手段と考えられてきたが，実はそう
ではなく，貨幣の流通によって独立的経営による分業経済（肢体化）がは
じめて可能になるが，そこには共同体的に相互に給付し合うことによって
自己の生活のための欲求充足が可能になるという共通の配慮が不可欠にな
る。貨幣資本では適切な生産設備や労働設備が効率的に使用されているか
どうかといったことが問題になり，信用機関は適切な貸出に対して責任を
負わなければならないし，会計士・受託管財人・監査役は経営における貨
幣資本の使用と活用を監査し，監督しなければならない。国民給付の構成
と配分の調整は市場組織をとおして行われる。本源的経営の需要について
は，価値産出経営のように一定の蓄えを維持するが，買いだめをしてはな
らない。というのは，それは他の家庭が当然もつべき蓄えを奪い，経済の
価値循環を阻害するからである。個人の所得は経営成果の分配である。こ
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の分配はそれぞれの給付価値と物価水準に基づいて公正に行われなければ
ならない。所得は財に対する購買力となって再ぴ現われるものであり，個々
の経営における経営成果とその分配は国民経済の調和的発展にとって決定
的に重要となるからなのである (127,130, 139頁）。
分業経済においては，人びとは国民給付のために働いて所得をえて，そ
れによって自己の欲求充足財を購入するという間接的な関係にある。した
がって，人ぴとは自分のために働く （一つの全体としての肢体化）と同時
に，国民給付のために働く（全体への一体化）という意識が不可欠になる。
この意味において，肢体的感覚をもった意識における自己保存衝動は，完
全なる一体化のもとにおいてより包括的なより高次の全体を維持する衝動
を含むものであるから，通常の意味における利己主義（破壊的な利己主義）
には存在できないことになる。この観点からすると，すべての経済的行為
は私益と公益を同時に実現するという国家共同体が形成されなければなら
ないことになる (133-134頁）。したがって，経済指導の目標は，国民全体
の需要を充足することであり，経営の収益性はこれに下属させることであ
る。この目標のためには，必要であるならば，利益のあがらない経営でも，
国民共同体に資金的に余裕がある場合には，設立することも可能であろう。
利益のある経営でも，それが有害なものである場合には，無条件で排除さ
れなくてはならない (137-138頁）のである。
国民社会主義は分業経済に本質的に付随する破滅的な欠陥（極端な利己
主義に起因する過剰生産能力，失業，徹底的に破壊された価値関係という
奈落）を是正し，国家共同体として国民経済を構築しようという目標をも
っていた。資本は共同的経済の手段，共同体の結合手段なのである。した
がって，経営共同体は「国民社会主義的に統一された国民の構造の土台の
一つである」 (140頁）といって，ニックリッシュは共同体の確立構想にお
いて国民社会主義に相当の信頼をよせていた。
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5 「ニックリッシュ・アルヒーフーニックリッシュの
ベルリン時代の資料ー」と「教えを与えた女性
ーニックリッシュ『離別と展望』の 6-」
この資料はニックリッシュのペルリン時代の生活を知る上できわめて重
要である。本資料の編集者テンヅル (M.TMndl)はニックリッシュにつ
いて次のようにいう。
ニックリッシュは，経営共同体や国家共同体の碁盤は国民社会主義によ
って形成されるという基本的な考え方をもっていたから，彼は自分の全著
作をもって国民社会主義的な共同体の構想を発展させようとした，という
ことがおそらくできるであろう。しかし，共同体概念を第三帝国（ナチス
政権時代）における歴史的・政治的現実と単純に同一視することは，誤り
であろう。ナチスは国民に過大の義務を負わせる。それによって，党の機
構は実質的な課題と政治的課題を遂行することが不可能になる。このよう
にしてナチスは人間的な過ち，政治的な過ちを犯し，そして犯罪を犯すこ
ととなった。社会的な関係が展開される国民の生活の共同体的関係を強調
して国民社会主義というが，ナチスはこの意味における国民社会主義にま
ったく関心を示さない場合が多い (190頁）， というニックリッシュの主張
はその一例である。
大橋教授はニックリッシュとナチスとの関係についておおよそ次のよう
にいう。
ナチスは一つの全体主義である。全体主義は，部分と全体との関係にお
いて，全体の先行性を主張するものの総称である。それは，より小さな全
体とそれを包含するより大きな全体との関係（個人と家庭・企業，家庭・
企業と社会国民経済はこの関係を示す）において，より大きな全体の先行
性を主張するものであって，多くのレベルの全体のうち特定のものを全体
とするのではない。ところがナチスは， ドイツ民族という特定の全体を重
視し，全体としての人間個人を否定し，人間も国家も民族という全体に尽
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くす手段とされた。ニックリッシュは，人間は一つの全体であると同時に，
より大きな全体（例えば，人間が企業という組織の，企業が国民経済の）
の部分として存在しなければならず，決して大きな全体に一方的に埋没さ
れてはならない (28~29頁），といった。
このような考え方は『組織論』，『経営経済』，上述の「新しいドイツ経済」
においても詳細に開陳されている。この点で，ニックリッシュとナチスは
決定的に相違するが，ニックリッシュがナチスの唱える国民社会主義に関
心をもち，共鳴し，当時の社会的状況からして，それに共同体理念の実現
の可能性の一端を見出だしていたことは確かなように思われる。
ニックリッシュの政治的関与は，主として商科大学に関係したものであ
って，かれが比較的後になって(1940年に，ニックリッシュ自身によれば，
1942年に）入党した NSDAP(N ationale Sozialistische Deutsche Ar-
beiterparteie＝国民社会主義ドイツ労働者党＝ナチス党）に直接的に関係
したものではなかった。彼は， ドイツ労働戦線には国民社会主義教員同盟
をとおして所属していて， ドイツ労働戦線のために何回かの講演を行った
ことがある。第三帝国時代に彼に授与された忠勤名誉章は，ただ単に彼れ
が長い間公務についてきたことに対して与えられたものであるにすぎな
い。大学の活動分野においては，ニックリッシュは，自分の立場を激しく
妥協なしに主張し，そのさいには敵対者に対して攻撃を行ったこともあっ
た (186頁）。
ニックリッシュはベルリン商科大学の学長時代に学位授与権の獲得に最
大の努力をしたが，講義目録の作成や教科運営をめぐるメレロヴィッチ
(K. Mellrowicz)との対立は激しい感情的な対立までに進展した。ニック
リッシュはメレロヴィッチを，職権乱用・非友好性・不誠実・約束不履行・
義務怠慢で非難し，それは両者の調整の労をとった学長まで及んだ。しか
しそれにもかかわらず，メレロヴィッチは，ニックリッシュの「追悼文」
において，彼の学問の独自性，教育者としての情熱，実践に対する寄与及
び経営経済学の発展に対して高い評価を与え，総括的に，「ニックリッシュ
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は，強烈にして，頑固な人柄であり， しっかりした信念をもち，経営経済
学がこれまで生み出してきたなかで最も優秀な者の一人であった。この学
問の歴史のなかで，かれは卓越した地位をもつであろう。…当経済大学，
そして学界や経済界の幅広い範囲の人々は経営経済学界におけるこの巨人
を失ったという意識で一杯となって，かれの死を悲しんでいる」 (193-194
頁），ときわめて好意的な態度を表明していた。
「国民社会主義的経営指導」においては，さきの「新しいドイツ経済」
ないしはそれ以前の諸著作において展開されてきたように，生き生きとし
た共同体感情をもたせ，円滑な価値循環を保持し，経済の調和的発展を図
るためには（上述のような経営成果分配を含めて）経営指導者の役割が重
要となると同時に，ある程度の政府の関与が必要になる。したがって，「国
民社会主義を理解する鍵は，かれの共同体概念に求められなければならな
い」 (207頁）ことになる（以上は，ニックリッシュ・アルヒーフによる）。
ニックリッシュは，公的生活とはまったく異なって，私生活においては
よき夫・父親であったらしい14)。母親は農妻でありながら賢明な夫人であ
り，幼少のニックリッシュに社会における貨幣の機能や個人と全体との関
係，人間が資本に下属する矛盾を，さらにはまた労働する人間の重要性を
例え話をとおして語ったという。彼は幼い頃に刻み込まれた記憶をたどり
ながら，その経営思想の結実過程を，事実かどうかは別にして，夢物語の
形をとって記述した。そしてそれは彼の資本主義体制批判にかなり強く反
映したものであった（以上は，「教えを与えた女性」による）。
6 ニックリッシュ経営経済学の評価とその現代的意義
大橋教授は，第一次世界大戦後と第二次世界大戦後に分けて，ニックリ
ッシュの経営経済学を評価する。まず，第一次世界大戦後の思想的な代表
14) H (Hans). Nicklisch, Vater unser bestes Stuck,尾関文二郎・冨田英三郎訳『パ
パにはかなわない』．世界ユーモア文学全集，第12巻，筑摩書房， 1961年， 7-158頁。
192 (192) 第 43巻第 1 号
的著作として『組織論』をとりあげる。本書は， ドイツ国民に団結を訴え，
戦後の荒廃した経済と企業を再建し，その発展の思想的根幹を提示した。
すなわち，「個人と組織の調和的統合的発展の道を探求」すると同時に，「苦
難な時代には，一体化するとともに肢体となって活動しよう，各人は能力
に応じて組織の一員として努力しよう， と呼かけ」るものでもあった。そ
して教授は，「ニックリッシュの業績の全体は，体系的な批判ができないほ
ど圧倒的に新しいものであり，個々の点では改良が必要かもしれないが，
根本的な形においては不変的に継続するであろう。彼によってこの学問は
国民経済学と対等なものとなった」という主旨のシェーンプルーク (F.
Schonpflug)の叙述に依拠して高い評価を与えている (32-33頁）。
第二次世界大戦後の1951年に，（純粋）価値判断を排除し，数学的手法に
基づいた近代経済学の方法を導入し，生産性関係を中心としたいわゆる精
密理論的経営経済学である『経営経済学原理，第一巻生産編』がグーテン
ベルク (E.Gutenberg)によって刊行された。その後の多くのドイツの経
営経済学はこの著書に甚づいているが，グーテンベルクは人間を他の物的
生産要素と同様にコスト要因，用具として取り扱った。 1970年代に入って
から，ハイネン (E.Heinen)はニックリッシュとグーテンベルクのジンテ
ーゼ（合ー）としての意思決定志向的経営経済学を提唱し，また，「経営は
人間の意志的・主体的行為であるから，人間の価値感や価値判断の問題を
回避しては経営の諸問題を根本的には解決できない（一一雀令木）」という立
場から，ニックリッシュに回帰するロイトルスベルガー (E.Loitlsberger) 
やシュテーレ(W.H. Staehle)等の新規範主義経営経済学15)，さらには1990
年代になってヴィット (F.H. Witt)の規範的管理論（実践的管理論は元
来規範的性格をもっている一一唯令木）が登場するにいたった。経済と社会
の相即的発展の社会的要請から，「経営が主体的人間の活動の場であるとい
う考えはますます強まるであろうし」，そのさいニックリッシュの理論が顧
15) ロイトルスペルガーやシュテーレの経営経済学については，鈴木辰治『経営経済
学の理論と歴史』， 254-283頁を参照。
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みられるであろう (34~35頁）。このように大橋教授はいう。
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次に，ロイトルスベルガー，大橋及びテンヅルのニックリッシュ理論に
対する評価をみてみよう。
まず，ニックリッシュ理論に対する拒否的主張がある。それには，労働
契約は商品としての売買契約であり，経営は共同体ではなく「階級闘争の
場」であるというマルクス (K.Marx)や「労働賃金は長期的には最低生
存費以上には上昇しない」というマルクスの後継者ラサール (F.Lassalle) 
の「賃金鉄則」に依拠する主張や，経営経済学においては企業経営を「企
業者のための所得獲得制度」と捉えるリーガー (W.Rieger)の考え方があ
る。また排斥的主張には，ニックリッシュの思考は完全な間違いではない
が，経営経済学には無用であるという立場から，生産性関係をもって「経
営経済学の統一概念」を確立しようするグーテンベルク，ニックリッシュ
の理論を「実践的な諸問題について全く考慮のない本質的（哲学的）洞察」
という，グーテンベルクの娘婿でありその忠実な後継者であるアルバッハ
(H. Albach)等の見解がある。以上の反論に対してどのような判定がなさ
れるのであろうか (171~172頁）。
一言でいえば，これらの反論には説得力がない，ということである。特
に「経営は階級闘争の場である」という考え方が問題である。というのは，
企業者の「管理労働」は，体制が変わっても，協働にとって不可欠であり，
その後に「共同体」を形成することになっても，管理労働は依然として重
要な体制無関連的事実であるからである。労働を協働者の人格から分離し，
物的生産要索と同様に取り扱うリーガーの主張や排斥的主張は，協働者が
自発的に「秩序にしたがって」労働すると仮定するか，または企業者が職
務遂行の質に関して全知であり，職務不履行に対して適当な制裁手段で罰
することができ，協働者はその懲罰的制裁を恐れて秩序にしたがって職務
を遂行しうるということを仮定しいるが，それは誤りである。協働者が現
実の条件の下で秩序にしたがって職務を遂行するのは，経営を共同体的営
利の制度とみなしているか，内部統制がそれ相応に確立されているかのい
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ずれかに依っている。内部統制担当者が懲罰的制裁の脅威の下にあって，
自己規制的義務感からその職務を遂行するならば，統制は退化し，その結
果，経営コスト・財の価格を上昇させ，共同体としての経営の競争力が失
われることになる (172-173頁）。
人間が人格をもたない生産要素とみなす場合には，「不満足コスト」が生
じる。つまり協働者の移動が頻繁になり，提案活動が不活発になって，「指
示にしたがった仕事」だけがなされる結果，コスト削減可能性がまった＜
なくなってしまうのである。労働組合の賃金政策は，経営成果が共同体的
成果であることを証明している。労働組合の生産性への参加は共同体的営
利が前提される場合にのみ，それには理論的に根拠があるからである
(173-174頁）。
ニックリッシュの功績は以上のような事実を経営経済学に導入したこと
である。「最新の経営管理論はニックリッシュの思考を支持している…。そ
れは事実上，…経営管理論おけるニックリッシュ・ルネスサンスである」
(171頁），と彼らはきわめて高く評価している。
最後に，補論「ニックリッシュと日本の経営学」における大橋教授の主
張を，私見をまじえながら述べることにする。
日本における最初の商科大学（東京商科大学，現在の一橋大学）では，
その授業内容を総合大学の経済学部と同水準に高めるために，経営学の理
論構成に重点が置かれたが，そのさい，包括的な理論的内容をもつニック
リッシュの経営経済学は日本の経営学者の関心をよびおこした。特に，増
地庸治郎と平井泰太郎はニックリッシュに直接師事し，帰国後ニックリッ
シュの理論的影響を多分に受けた著作を発表することによって， ドイツ経
営経済学の普及に多大な貢献をなした。その後，ニックリッシュ研究は中
村常次郎，古林喜楽，高田馨，市原季ー，北川宗蔵，大橋昭一，等によっ
て行われた。それぞれの評価は別にして，それによって，ニックリッシュ
は日本において広く知られることとなった。
ニックリッシュの著書『組織論』は組織理論，特にパーナード (C. I. 
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Barnard)理論との関連で注目された16)。というのは，「両者は組織の本質
を問い，…全体としての組織とその成員たちとの間の関係を検討し，部分
の統合がいかに実現され，確保されうるかを論究している。それがニック
リッシュの共同体思考の意味である」 (176頁）からである。しかし，彼の
「共同体構想と日本における企業組織， とりわけ日本のコンツェルン構造
原理との間における直接の作用史的関連はみられない。日本の企業組織が
連帯と同一性を確保するという規範をもつことは，真に日本的な文化の規
準に起因したものである」 (176頁）というが， 日本を含めて泄界の企業の
現状をみると，良心に基づく共同体思考とその具体化構想は，理念的には
必要不可欠であろうと思われる。
7 おわりに
ニックリッシュの論文•著書は難解であり，その理論の全体像をとらえ
るのは容易なことではない。フェルカーの著書『ハインリヒ・ニックリッ
シュ』は『経営経済』を中心にしてニックリッシュ理論の全貌を明らかに
し，その現代的意義を問うものであった。ナチスとの関連で第二次大戦後
長い間続いていたニックリッシュ・アレルギーは，状況が極端に変化した
現在においては，ヨーロッパでも日本でもほとんど薄らぎ，その理論を受
け入れる余地が醸し出されたとき本書が刊行されたことには， きわめて意
義深いものがある。ニックリッシュはナチスに同調し，その信奉者・党員
となったことは事実であるが，彼の共同体思考・構想がナチスによって実
現される可能性の一端を見出したからであって，彼が資本主義に対して批
判的態度をとっていたとしても，学問，人格のすべてにおいてナチスと一
16)ニックリッシュとバーナードの関連については，わたくしはすでに1974年に「組
織論における自由と制約―•ーニックリッシュとバーナードを中心として」（新潟大学
「経済論集』，第15号）という論文において論究した。本論文は修正加筆の上、『現
代企業の経営と倫理』に収録。
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体化してはいなかったのである。これにかかわる事情についてはすでに述
べたとおりである。
世俗を超越した宗教家は別にして，一般の人間は，社会的生活をしてい
るかぎり，「自己が生きることが大事であるが，そのためには自己を含む全
体が生きなければ，自己は生きることができない」という人間の理性に基
づく良心を，それの本質としてもっているはずだし，またもたなければな
らないのである。これに関連することはすでに述べたとおりである。個と
全体の同時的・相即的存在，これこそがニックリッシュの共同体の理念で
あり，またバーナード等の組織論の理念でもあった。この意味でニックリ
ッシュは，古くて新しい人間生活に関する普遍的な問題を提起し，その解
決案を提示したのであった。
本稿は「書評」ということになっていたが，紙幅からしてその範囲を越
えて，いわゆる「研究ノート」というようなものになってしまった。本稿
において，本書全体の論旨をできるだけコンパクトに整理し，私見をまじ
えながら論述してきたが，ニックリッシュ独特の論理に対するわたくしの
理解の未熟さ等から，難解な記述箇所が多々あろうかと思われる。本書の
刊行を一つの契機として，ニックリッシュの理論が正しく評価され，そし
てそれが経営（経済）学の発展と経営実務の充実に対してなお一層活用さ
れることを切に期待したい。
